介護保険事業者における事故報告に関する取扱要綱

　（目的）

第１条　この要綱は、介護サービスの提供により事故が発生した場合に、速やかにサービス提供事業者（以下「事業者」という。）から萩市へ報告が行われ、事故の速やかな解決及び再発防止に資することを目的とする。

　（通則）

第２条　介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく運営基準に定める事故が発生した場合の報告は、この要綱に定めるところによる。

　（事故の範囲）

第３条　報告すべき事故の範囲は、次に掲げるとおりとする。なお、第１号から第３号までは、事業者側の責任や過失の有無にかかわらず報告するものとする。

（１）介護サービス提供による利用者のけが等

　　　けが等とは、死亡事故、外傷、誤嚥、異食、誤与薬等のうち医療機関において治療（施設内における医療処置を含む。）又は入院したものをいう。

（２）介護サービス提供により、利用者の住居、家財、所持品等に損害を及ぼし、損害賠償責任が発生又は発生するおそれのあるもの

（３）利用者の中から感染症（結核及び疥癬を含む。）又は食中毒の患者が発生し、他の利用者へのサービス提供に影響するおそれがあるもの

　　　なお、感染症とは、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成１０年法律第１１４号）に規定するものをいう。

（４）従業員の法令違反及び不祥事等のうち、利用者の処遇に影響するおそれのあるもの

（５）その他、特に保険者から報告を求められたもの
　（報告書の様式）
第４条　報告書の様式及び報告事項については、別記様式（以下「事故報告書」という。）のとおりとする。ただし、事業所が別に定めている様式が、事故報告書の項目を備えている場合は、その様式に替えることができる。

　（報告対象者）

第５条　事故報告の対象者は、次に掲げるとおりとする。

（１）事業所・施設所在地が市内の場合は、全ての介護サービス利用者について報告対象とする。

（２）事業所・施設所在地が市外の場合は、介護サービス利用者が萩市被保険者である場合とする。

　（報告の手順）

第６条　報告の手順は、次のとおりとする。
　１　第１報
　（１）事業者は、事故が発生した場合は速やかに家族へ連絡するとともに、市に対し、遅くとも５日以内を目安に事故報告書を提出するものとする。
　（２）事業者において緊急を要する等と判断されたものについて、第１報の前に電話連絡することも差し支えないが、その後速やかに（1）に定める対応により事故報告書を提出する。
　（３）第1報の時点で事故処理が完了している場合は、事故報告書の提出をもって、最終報告とすることができる。
　２　事故処理が長期化する場合
　（１）事業者は、事故処理が長期化する場合、適宜途中経過を記載した事故報告書を提出するとともに、当該事故処理がすべて完了した時点で最終報告として事故報告書を提出する。
　（対応）

第７条　市は、報告を受けた場合は事故に係る状況を把握するとともに、必要に応じ関係者等へ情報提供及び注意喚起等を行うものとする｡

　（その他）

第８条　この要綱で定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

　この要綱は、平成２０年９月１日から施行する。
附　則
（施行期日）
この要綱は、令和４年３月１日から施行する。
